
氷見市被災敷地土砂等撤去支援事業費補助金交付要綱 

令和８年９月２４日 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、令和８年８月大雨（以下「大雨」という。）による被害からの早期の復興と被災者の負

担の軽減を図るため、敷地に堆積した土砂等の撤去に要する費用に対し、予算の範囲内で氷見市被災敷地土

砂等撤去支援事業の実施に関する補助金 （以下「補助金」という。）を交付することに関し、氷見市補助金

等交付規則（昭和４４年氷見市規則第１２号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）敷地 大雨により被害を受けた土地であって、当該被害を受けた又は当該被害を受ける恐れがある倉

庫、納屋及び車庫などの用に供された個人所有者等で、自らの手配により土砂等撤去を行ったもの。な

お、宅地（被害を受けた時、住宅の用に供されていたもの）は、除くものとする。 

（２）所有者等 次に掲げる者をいう。 

ア 敷地の所有者 

イ 敷地の管理者又は占有者 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、敷地に土砂等が堆積した、第

２条第２項に定める所有者等とする。 

（補助対象経費） 

第４条 補助対象経費は、補助対象者が業者に支払う費用のうち、敷地から土砂等を撤去し、適正に処

分するための費用（土砂等の処分費及び重機運搬費等を含む。）とする。ただし、土砂等の処分は、

市が指定した集積場に搬入するものとする。 

（補助金の額等） 

第５条 補助金の額は、別表１に定めるとおりとする。 

２ 前項の補助金補助対象経費の10分の10(1,000円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた

額)とする。 

３ その他、市長が必要と認める経費とする。 

（交付申請及び実績報告） 

第７条 申請者は、氷見市被災敷地土砂等撤去事業補助金交付申請書及び実績報告書（様式第１号）に次に

掲げる資料を添えて市長に提出しなければならない。 

（１）位置図・配置図（敷地のどこから土砂を退かしたか） 

（２）写真（作業前・作業中・完了後） 

（３）業者発行の工事明細書、請求書の写し及び領収書の原本 

（４）振込先口座の通帳コピー 

２ 前項の申請書の受付期限は、大雨の日の翌日から３か月を経過した日とする。ただし、被害が

甚大である等やむを得ない理由があると市長が認めるときは、当該期限を延長することができる。 

３ 補助金の申請は、同一補助対象者につき１回限りとする。 

（交付決定及び額の確定） 

第８条  市長は、前条の規定による申請があった場合には、その内容を書類審査及び必要に応じて現場審査

を行い、適当と認めたときは補助金の交付を決定するとともに額を確定し、当該補助申請者に氷見市被災

敷地土砂等撤去支援事業費補助金交付及び額の確定通知書（様式第２号）により通知するものとする。 



  （その他）  

第９条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

 この要綱は、令和８年９月２４日から施行し、令和８年８月２７日以後に行われた撤去作業について適用

する。 

    

 

別表１（第５条第１項関係） 

区分 単位 上限単価（円）税抜 

積込運搬（機械） 

１立方メートル

（㎥） 

２６，０００ 

積込運搬（人力） ２８，０００ 

積込運搬（人力＋小運搬） ３０，０００ 

積込運搬（機械＋人力＋小運搬） ３７，０００ 

重機運搬（往復） １回   ６０，０００ 

その他 － － 

※上限単価には、必要な経費を含む。 

※その他の作業内容等については、事前協議により決定するものとする。 

※機械とは、重機積込とトラック運搬 

※人力とは、人力積込とトラック運搬 

※小運搬とは、敷地内の人力による積込、運搬、取卸し 


